
日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由

この大分類には、鉄道、自動車、船舶、航空機又はその他の運送用具による
旅客、貨物の運送業、倉庫業、運輸に附帯するサービス業を営む事業所並び
に郵便物又は信書便物を送達する事業所が分類される。

鉄道業
鉄道による旅客又は貨物の運送業で、その運送活動とは、鉄道車両の運

転、運転のための車両、線路、信号通信施設など運送施設の維持補修、旅客
又は貨物の取扱いを一括したものをいう。

事業所
鉄道業の分類単位は単一の事業所である。場所が離れていれば原則として

別の事業所とする。同一構内であっても別個の機関があればその機関ごとに
分類の単位とする。

すなわち、駅、車掌区、機関区、客貨車区、保線区、建築区、電力区、信号通
信区、電務区などの現業機関及び本社、支社などの管理機関のそれぞれが
一事業所となる。

ただし、駅、区などの名称を持っていても、駅長、区長など管理責任者が置か
れていないものはこれを管理する事業所に含めて一事業所とする。

鉄道業と他産業との関係
(1) 鉄道業の自家用の修理工場、倉庫などは鉄道業に分類されるが、製造工
場、発電所、研究所、養成機関、病院、保養所などは、それぞれの活動にした
がって鉄道業以外の産業に分類される。
(2) 鉄道業が営む百貨店、遊園地又は不動産業などの事業所は、それぞれの
活動にしたがって鉄道業以外の産業に分類される。
(3) 鉄道車両の修理、改造を行う事業所であって鉄道業の自家用のものは、鉄
道業に分類される。
(4) 工場、鉱山、森林などにおける自家専用の鉄道、索道の事業所は、鉄道業
以外の産業の補助的経済活動に分類される。

この大分類には，鉄道，自動車，船舶，航空機又はその他の運送用具による
旅客，貨物の運送業，倉庫業，運輸に附帯するサービス業を営む事業所並び
に郵便物又は信書便物を送達する事業所が分類される。

鉄道業
鉄道による旅客又は貨物の運送業で，その運送活動とは，鉄道車両の運

転，運転のための車両，線路，信号通信施設など運送施設の維持補修，旅客
又は貨物の取扱いを一括したものをいう。

事業所
鉄道業の分類単位は単一の事業所である。場所が離れていれば原則として

別の事業所とする。同一構内であっても別個の機関があればその機関ごとに
分類の単位とする。

すなわち，駅，車掌区，機関区，客貨車区，保線区，建築区，電力区，信号通
信区，電務区などの現業機関及び本社，支社などの管理機関のそれぞれが
一事業所となる。

ただし，駅，区などの名称を持っていても，駅長，区長など管理責任者が置か
れていないものはこれを管理する事業所に含めて一事業所とする。

鉄道業と他産業との関係
(1) 鉄道業の自家用の修理工場，倉庫などは鉄道業に分類されるが，製造工
場，発電所，研究所，養成機関，病院，保養所などは，それぞれの活動にした
がって鉄道業以外の産業に分類される。
(2) 鉄道業が営む百貨店，遊園地又は不動産業などの事業所は，それぞれの
活動にしたがって鉄道業以外の産業に分類される。
(3) 鉄道車両の修理，改造を行う事業所であって鉄道業の自家用のものは，鉄
道業に分類される。
(4) 工場，鉱山，森林などにおける自家専用の鉄道，索道の事業所は，鉄道業
以外の産業の補助的経済活動に分類される。

改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）

大分類H－運輸業、郵便業 大分類H－運輸業，郵便業

総 説 総 説
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由

小分類
番号

細分類
番号

小分類
番号

細分類
番号

420 管理、補助的経済活動を行う事業所（42鉄道業） 420 管理，補助的経済活動を行う事業所（42鉄道業）

4200
主として管理事務を行う本社等

主として鉄道業の事業所を統括する本社等として、自
企業の経営を推進するための組織全体の管理統括業
務、企画、運営、監督、人事、総務、財務、経理、広報、
法務、労務、資材の調達、販売促進等の現業以外の
業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4200
主として管理事務を行う本社等

主として鉄道業の事業所を統括する本社等として，自
企業の経営を推進するための組織全体の管理統括業
務，企画，運営，監督，人事，総務，財務，経理，広報，
法務，労務，資材の調達，販売促進等の現業以外の
業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4209 その他の管理、補助的経済活動を行う事業所
主として鉄道業における活動を促進するため、同一

企業の他事業所に対して、輸送、清掃、修理・整備、保
安等の支援業務を提供する事業所をいう。
   なお、鉄道業の通常の運営とは別にして維持補修等
を行う事業所は本分類に含まれるが、鉄道業における
円滑な運営のために日々の運行と並行して作業を行う
事業所は小分類421に分類される。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所；自家
用倉庫；自家用資材置場

4209 その他の管理,補助的経済活動を行う事業所
主として鉄道業における活動を促進するため，同一

企業の他事業所に対して，輸送，清掃，修理・整備，保
安等の支援業務を提供する事業所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所；自家
用倉庫；自家用資材置場

細分類4209「その他の管理，補助的経済活動を行う事
業所」に分類される事業所と小分類421「鉄道業」内の
各細分類（特に4211「普通鉄道業」）には、それぞれに
分類される事業所の区分の考え方が示されていない
ので、それらの区分の考え方を明示して両者の関係を
より明確にするため説明文を追加する。

この中分類には、鉄道、軌道及び索道により旅客又は貨物の運送を行う事業
所が分類される。

鉄道業が経営する鉄道事業以外の事業を行う事業所はその行う事業により
それぞれの産業に分類される。

この中分類には，鉄道，軌道及び索道により旅客又は貨物の運送を行う事業
所が分類される。

鉄道業が経営する鉄道事業以外の事業を行う事業所はその行う事業により
それぞれの産業に分類される。

改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
中分類４２－鉄道業 中分類４２－鉄道業

総 説 総 説
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
421 鉄道業 421 鉄道業

4211 普通鉄道業
線路を使用して旅客又は貨物の運送を行う事業所を

いう。
ただし、軌道業、地下鉄道業、モノレール鉄道業、案

内軌条式鉄道業、鋼索鉄道業、索道業、無軌条電車
業を除く。
○鉄道事業者の本社・支社・支店（現業活動を併せ行
うもの）；運行本部；運転指令所；駅；建築区；保線区；
車掌区；電力区；信号通信区；電車区；ＣＴＣセンター
×鉄道事業者の工事事務所・工事区（自己建設で維持
補修工事を行う事業所を除く）［0611・0621］；工事事務
所・工事区（工事の設計・監督を行う事業所）［7421］；
電気工事事務所［081］；給電区・発電所［331］；自動車
営業所［431・441］；病院[8311］；保健管理所［8429］；
高等看護学園［8221］；研修センター［8221］；鉄道総合
技術研究所［7112］

4211 普通鉄道業
線路を使用して旅客又は貨物の運送を行う事業所を

いう。
ただし，軌道業，地下鉄道業，モノレール鉄道業，案

内軌条式鉄道業，鋼索鉄道業，索道業，無軌条電車
業を除く。
○鉄道事業者の本社・支社・支店（現業活動を併せ行
うもの）；運行本部；運転指令所；駅；建築区；保線区；
車掌区；電力区；信号通信区；電務区；電車区；機関
区；客貨車区；ＣＴＣセンター
×鉄道事業者の工事事務所・工事区（直営工事を行う
事業所）［0611・0621］；工事事務所・工事区（工事の設
計・監督を行う事業所）［7421］；電気工事事務所
［081］；給電区・発電所［331］；自動車営業所［431・
441］；病院[8311］；保健管理所［8429］；高等看護学園
［8221］；研修センター［8221］；鉄道総合技術研究所
［7112］

大分類Ｄ-建設業の総説によれば、「主として自己建設
で維持補修工事を施工する事業所」は建設業には含ま
れない。しかし、現行の×例示において、「鉄道事業者
の工事事務所・工事区（直営工事を行う事業所）」は建
設業の細分類0611・0621に該当するとされており、主と
して自己建設で維持補修工事を施工する工事事務所
等がこの×例示に含まれる可能性がある。このため、
×例示の分類の対象をより明確化するために修正す
る。

［参考］ 大分類Ｄｰ建設業の総説
この大分類には，主として注文又は自己建設によっ

て建設工事を施工する事業所が分類される。
ただし、主として自己建設で維持補修工事を施工す

る事業所及び建設工事の企画，調査，測量，設計，監
督等を行う事業所は含まれない。

4212
軌道業

道路面に敷設された線路を使用して、主として旅客の
運送を行う事業所をいう。

4212
軌道業

道路面に敷設された線路を使用して，主として旅客の
運送を行う事業所をいう。
○軌道業

軌道業→指針①により削除

4213
地下鉄道業

主として地下（山岳トンネルを除く）に敷設された線路
を使用して、旅客の運送を行う事業所をいう。

4213
地下鉄道業

主として地下（山岳トンネルを除く）に敷設された線路
を使用して，旅客の運送を行う事業所をいう。
○地下鉄道業

地下鉄道業→指針①により削除

4214
モノレール鉄道業（地下鉄道業を除く）

軌条上をこ（跨）座式又は懸垂式で車両を走行させ、
主として旅客の運送を行う事業所をいう。

4214 モノレール鉄道業（地下鉄道業を除く）
軌条上をこ（跨）座式又は懸垂式で車両を走行させ，

主として旅客の運送を行う事業所をいう。
○モノレール鉄道業

モノレール鉄道業→指針①により削除

4215
案内軌条式鉄道業（地下鉄道業を除く）

案内軌条により誘導された車両を走行させ、主として
旅客の運送を行う事業所をいう。

4215 案内軌条式鉄道業（地下鉄道業を除く）
案内軌条により誘導された車両を走行させ，主として

旅客の運送を行う事業所をいう。
○案内軌条式鉄道業

案内軌条式鉄道業→指針①により削除
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
4216

鋼索鉄道業
軌条と索条（ワイヤロープ）を併用して高度差のある

地点間で車両を走行させ、主として旅客の運送を行う
事業所をいう。
○ケーブルカー業

4216
鋼索鉄道業

軌条と索条（ワイヤロープ）を併用して高度差のある
地点間で車両を走行させ，主として旅客の運送を行う
事業所をいう。
○ケーブルカー業

4217
索道業

架空の索条（ワイヤロープ）に運搬用具（搬器）をつる
して旅客又は貨物の運送を行う事業所をいう。
○ロープウェイ業；リフト業

4217
索道業

架空の索条（ワイヤロープ）に運搬用具（搬器）をつる
して旅客又は貨物の運送を行う事業所をいう。
○ロープウェイ業；リフト業

4219
その他の鉄道業

主として他に分類されない鉄道業を営む事業所をい
う。
○無軌条電車業（トロリーバス業）

4219
その他の鉄道業

主として他に分類されない鉄道業を営む事業所をい
う。
○無軌条電車業（トロリーバス業）
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由

小分類
番号

細分類
番号

小分類
番号

細分類
番号

430 管理、補助的経済活動を行う事業所（43道路旅客運送
業）

430 管理，補助的経済活動を行う事業所（43道路旅客運送
業）

4300 主として管理事務を行う本社等
主として道路旅客運送業の事業所を統括する本社等

として、自企業の経営を推進するための組織全体の管
理統括業務、企画、運営、監督、人事、総務、財務、経
理、広報、法務、労務、資材の調達、販売促進等の現
業以外の業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4300 主として管理事務を行う本社等
主として道路旅客運送業の事業所を統括する本社等

として，自企業の経営を推進するための組織全体の管
理統括業務，企画，運営，監督，人事，総務，財務，経
理，広報，法務，労務，資材の調達，販売促進等の現
業以外の業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4309 その他の管理、補助的経済活動を行う事業所
主として道路旅客運送業における活動を促進するた

め、同一企業の他事業所に対して、輸送、清掃、修理・
整備、保安等の支援業務を提供する事業所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所

4309 その他の管理,補助的経済活動を行う事業所
主として道路旅客運送業における活動を促進するた

め，同一企業の他事業所に対して，輸送，清掃，修理・
整備，保安等の支援業務を提供する事業所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所

431 一般乗合旅客自動車運送業 431 一般乗合旅客自動車運送業

4311 一般乗合旅客自動車運送業
自動車により有償で乗合旅客の運送を行う事業所を

いう。
○乗合バス業

4311 一般乗合旅客自動車運送業
自動車により有償で乗合旅客の運送を行う事業所を

いう。
○乗合バス業

432 一般乗用旅客自動車運送業 432 一般乗用旅客自動車運送業

4321 一般乗用旅客自動車運送業
乗車定員10人以下の自動車を貸切って有償で旅客

の運送を行う事業所をいう。
○ハイヤー業；タクシー業；福祉タクシー業

4321 一般乗用旅客自動車運送業
乗車定員10人以下の自動車を貸切って有償で旅客

の運送を行う事業所をいう。
○ハイヤー業；タクシー業；福祉タクシー業

この中分類には、主として自動車等により旅客の運送を行う事業所が分類さ
れる。

この中分類には，主として自動車等により旅客の運送を行う事業所が分類さ
れる。

改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
中分類４３－道路旅客運送業 中分類４３－道路旅客運送業

総 説 総 説
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
433 一般貸切旅客自動車運送業 433 一般貸切旅客自動車運送業

4331 一般貸切旅客自動車運送業
乗車定員11人以上の自動車を貸切って有償で旅客

の運送を行う事業所をいう。
○貸切バス業
×貸自動車業［7041］

4331 一般貸切旅客自動車運送業
乗車定員11人以上の自動車を貸切って有償で旅客

の運送を行う事業所をいう。
○貸切バス業
×貸自動車業［7041］

439 その他の道路旅客運送業 439 その他の道路旅客運送業

4391 特定旅客自動車運送業
特定の者との契約に基づき、自動車により有償で特

定の旅客の運送を行う事業所をいう。

4391 特定旅客自動車運送業
特定の者との契約に基づき，自動車により有償で特

定の旅客の運送を行う事業所をいう。
○特定旅客自動車運送業

特定旅客自動車運送業→指針①により削除

4399 他に分類されない道路旅客運送業
自動車により無償で旅客の運送を行う事業所及び人

力車、自転車などの軽車両によって旅客の運送を行う
事業所をいう。
○無償旅客自動車運送業；人力車業；輪タク業；乗合
馬車業

4399 他に分類されない道路旅客運送業
自動車により無償で旅客の運送を行う事業所及び人

力車，自転車などの軽車両によって旅客の運送を行う
事業所をいう。
○無償旅客自動車運送業；人力車業；輪タク業；乗合
馬車業；そり運送業；かご運送業

そり運送業；かご運送業→指針④により削除
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由

小分類
番号

細分類
番号

小分類
番号

細分類
番号

440 管理、補助的経済活動を行う事業所（44道路貨物運送
業）

440 管理，補助的経済活動を行う事業所（44道路貨物運送
業）

4400 主として管理事務を行う本社等
主として道路貨物運送業の事業所を統括する本社等

として、自企業の経営を推進するための組織全体の管
理統括業務、企画、運営、監督、人事、総務、財務、経
理、広報、法務、労務、資材の調達、販売促進等の現
業以外の業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4400 主として管理事務を行う本社等
主として道路貨物運送業の事業所を統括する本社等

として，自企業の経営を推進するための組織全体の管
理統括業務，企画，運営，監督，人事，総務，財務，経
理，広報，法務，労務，資材の調達，販売促進等の現
業以外の業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4409 その他の管理、補助的経済活動を行う事 業所
主として道路貨物運送業における活動を促進するた

め、同一企業の他事業所に対して、輸送、清掃、修理・
整備、保安等の支援業務を提供する事業所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所；自家
用集荷所

4409 その他の管理，補助的経済活動を行う事 業所
主として道路貨物運送業における活動を促進するた

め，同一企業の他事業所に対して，輸送，清掃，修理・
整備，保安等の支援業務を提供する事業所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所；自家
用集荷所

441 一般貨物自動車運送業 441 一般貨物自動車運送業

4411 一般貨物自動車運送業（特別積合せ貨物運送業を除
く）

他人の需要に応じて有償で自動車（三輪以上の軽自
動車及び二輪の自動車を除く）により貨物の運送を行
う事業所をいう。

4411 一般貨物自動車運送業（特別積合せ貨物運送業を除
く）

他人の需要に応じて有償で自動車（三輪以上の軽自
動車及び二輪の自動車を除く）により貨物の運送を行
う事業所をいう。
○一般貨物自動車運送業

一般貨物自動車運送業→指針①により削除

4412 特別積合せ貨物運送業
一般貨物自動車運送業のうち、営業所その他の事

業場において集貨された貨物の仕分を行い、集貨され
た貨物を積合せて他の事業場に運送し、当該他の事
業場において運送された貨物の配送に必要な仕分を
行う事業所であって、これらの事業場の間における当
該積合せ貨物の運送を定期的に行うものをいう。

4412 特別積合せ貨物運送業
一般貨物自動車運送業のうち，営業所その他の事

業場において集貨された貨物の仕分を行い，集貨され
た貨物を積合せて他の事業場に運送し，当該他の事
業場において運送された貨物の配送に必要な仕分を
行う事業所であって，これらの事業場の間における当
該積合せ貨物の運送を定期的に行うものをいう。
○特別積合せ貨物運送業

特別積合せ貨物運送業→指針①により削除

この中分類には、主として自動車等により貨物の運送を行う事業所が分類さ
れる。

この中分類には，主として自動車等により貨物の運送を行う事業所が分類さ
れる。

改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
中分類４４－道路貨物運送業 中分類４４－道路貨物運送業

総 説 総 説
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
442 特定貨物自動車運送業 442 特定貨物自動車運送業

4421 特定貨物自動車運送業
特定の荷主との契約に基づき、自動車（三輪以上の

軽自動車及び二輪の自動車を除く）により有償で貨物
の運送を行う事業所をいう。

4421 特定貨物自動車運送業
特定の荷主との契約に基づき，自動車（三輪以上の

軽自動車及び二輪の自動車を除く）により有償で貨物
の運送を行う事業所をいう。
○特定貨物自動車運送業

特定貨物自動車運送業→指針①により削除

443 貨物軽自動車運送業 443 貨物軽自動車運送業

4431 貨物軽自動車運送業
三輪以上の軽自動車又は二輪の自動車により有償

で貨物の運送を行う事業所をいう。

4431 貨物軽自動車運送業
三輪以上の軽自動車又は二輪の自動車により有償

で貨物の運送を行う事業所をいう。
○貨物軽自動車運送業

貨物軽自動車運送業→指針①により削除

444 集配利用運送業 444 集配利用運送業

4441 集配利用運送業
他人の需要に応じ有償で、鉄道運送事業者、船舶運

航事業者又は航空運送事業者の行う運送を利用し
て、自動車による集貨及び配達を併せ一貫して貨物の
運送を行う事業所をいう。
○第二種利用運送業
×貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く）［482］

4441 集配利用運送業
他人の需要に応じ有償で，鉄道運送事業者，船舶運

航事業者又は航空運送事業者の行う運送を利用し
て，自動車による集貨及び配達を併せ一貫して貨物の
運送を行う事業所をいう。
○集配利用運送業（第二種利用運送業）
×貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く）［482］

集配利用運送業（ ）→指針①により削除

449 その他の道路貨物運送業 449 その他の道路貨物運送業

4499 その他の道路貨物運送業
自動車により無償で貨物の運送を行う事業所並びに

自転車などの軽車両及び原動機付自転車によって貨
物の運送を行う事業所をいう。
○無償貨物自動車運送業；自転車貨物運送業

4499 その他の道路貨物運送業
自動車により無償で貨物の運送を行う事業所並びに

自転車などの軽車両及び原動機付自転車によって貨
物の運送を行う事業所をいう。
○無償貨物自動車運送業；自転車貨物運送業
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由

小分類
番号

細分類
番号

小分類
番号

細分類
番号

450 管理、補助的経済活動を行う事業所（45水運業） 450 管理，補助的経済活動を行う事業所（45水運業）

4500
主として管理事務を行う本社等

主として水運業の事業所を統括する本社等として、
自企業の経営を推進するための組織全体の管理統括
業務、企画、運営、監督、人事、総務、財務、経理、広
報、法務、労務、資材の調達、販売促進等の現業以外
の業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4500
主として管理事務を行う本社等

主として水運業の事業所を統括する本社等として，
自企業の経営を推進するための組織全体の管理統括
業務，企画，運営，監督，人事，総務，財務，経理，広
報，法務，労務，資材の調達，販売促進等の現業以外
の業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4509
その他の管理、補助的経済活動を行う事業所

主として水運業における活動を促進するため、同一
企業の他事業所に対して、輸送、清掃、修理・整備、保
安等の支援業務を提供する事業所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所；自家
用集荷所；自家用倉庫；自家用油槽所

4509
その他の管理,補助的経済活動を行う事業所

主として水運業における活動を促進するため，同一
企業の他事業所に対して，輸送，清掃，修理・整備，保
安等の支援業務を提供する事業所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所；自家
用集荷所；自家用倉庫；自家用油槽所

451 外航海運業 451 外航海運業

4511
外航旅客海運業

旅客船により自動車と当該自動車の運転者、乗務
員、乗客又は積載貨物の運送を併せて行う事業所も
本分類に含まれる。
○外航旅客定期航路業；外航旅客不定期航路業

4511
外航旅客海運業

旅客船により自動車と当該自動車の運転者，乗務
員，乗客又は積載貨物の運送を併せて行う事業所も
本分類に含まれる。
○外航旅客定期航路業；外航旅客不定期航路業

この中分類には、海洋、沿海、港湾、河川、湖沼において船舶により旅客又
は貨物の運送を行う事業所が分類される。

ただし、港湾においてはしけによって貨物の運送を行う事業所は中分類48－
運輸に附帯するサービス業［4811］に分類される。

船舶は、その運航を管理する事業所に含めて一事業所とする。
ただし、陸上に事業所を持たない場合は、船舶をもって事業所とする。

この中分類には，海洋，沿海，港湾，河川，湖沼において船舶により旅客又
は貨物の運送を行う事業所が分類される。

ただし，港湾においてはしけによって貨物の運送を行う事業所は中分類48－
運輸に附帯するサービス業［4811］に分類される。

船舶は，その運航を管理する事業所に含めて一事業所とする。
ただし，陸上に事業所を持たない場合は，船舶をもって事業所とする。

改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
中分類４５－水運業 中分類４５－水運業

総 説 総 説
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
4512

外航貨物海運業
日本と外国の諸港との間又は外国の諸港間で船舶

により主として貨物の運送を行う事業所をいう。
○外航貨物定期航路業；外航貨物不定期航路業

4512
外航貨物海運業

日本と外国の諸港との間又は外国の諸港間で船舶
により主として貨物の運送を行う事業所をいう。
○外航貨物定期航路業；外航貨物不定期航路業

452 沿海海運業 452 沿海海運業

4521
沿海旅客海運業

日本沿岸諸港間（港湾内を除く）を船舶により主とし
て旅客の運送を行う事業所をいう。

旅客船により自動車と当該自動車の運転者、乗務
員、乗客又は積載貨物との運送を併せて行う事業所も
本分類に含まれる。
○国内旅客定期航路業；国内旅客不定期航路業（旅
客定員12人以下の船舶によるものも含む）；自動車航
送業（旅客定員13人以上の旅客船によるもの）

4521
沿海旅客海運業

日本沿岸諸港間（港湾内を除く）を船舶により主とし
て旅客の運送を行う事業所をいう。

旅客船により自動車と当該自動車の運転者，乗務
員，乗客又は積載貨物との運送を併せて行う事業所も
本分類に含まれる。
○国内旅客定期航路業；国内旅客不定期航路業（旅
客定員12人以下の船舶によるものも含む）；自動車航
送業（旅客定員13人以上の旅客船によるもの）

4522
沿海貨物海運業

日本沿岸諸港間を船舶により主として貨物の運送を
行う事業所をいう。
○内航貨物定期航路業；内航貨物不定期航路業；自
動車航送業（旅客定員13人以上の船舶によるものを
除く）

4522
沿海貨物海運業

日本沿岸諸港間を船舶により主として貨物の運送を
行う事業所をいう。
○内航貨物定期航路業；内航貨物不定期航路業；自
動車航送業（旅客定員13人以上の船舶によるものを
除く）

453 内陸水運業 453 内陸水運業

4531
港湾旅客海運業

主として港湾内において船舶により旅客の運送を行
う事業所をいう。
○通船業；港湾内遊覧船業

4531
港湾旅客海運業

主として港湾内において船舶により旅客の運送を行
う事業所をいう。
○通船業；港湾内遊覧船業

4532
河川水運業

主として河川において船舶により旅客又は貨物の運
送を行う事業所をいう。
○河川渡船業；河川遊覧船業

4532
河川水運業

主として河川において船舶により旅客又は貨物の運
送を行う事業所をいう。
○河川水運業；河川渡船業；河川遊覧船業

河川水運業→指針①により削除

4533 湖沼水運業
主として湖沼において船舶により旅客又は貨物の運

送を行う事業所をいう。
○湖沼渡船業；湖沼遊覧船業

4533 湖沼水運業
主として湖沼において船舶により旅客又は貨物の運

送を行う事業所をいう。
○湖沼水運業；湖沼渡船業；湖沼遊覧船業

湖沼水運業→指針①により削除
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
454 船舶貸渡業 454 船舶貸渡業

4541

船舶貸渡業（内航船舶貸渡業を除く）
主として運航業者に船舶（内航船舶を除く）の貸渡し

又は運航の委託を行う事業所をいう。

4541
船舶貸渡業（内航船舶貸渡業を除く）

主として運航業者に船舶（内航船舶を除く）の貸渡し
又は運航の委託を行う事業所をいう。
○船舶貸渡業（内航船舶貸渡業を除く）

船舶貸渡業（内航船舶貸渡業を除く）→指針①により
削除

4542

内航船舶貸渡業
主として運航業者に内航船舶の貸渡し又は運航の

委託を行う事業所をいう。

4542

内航船舶貸渡業
主として運航業者に内航船舶の貸渡し又は運航の

委託を行う事業所をいう。
○内航船舶貸渡業

内航船舶貸渡業→指針①により削除
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由

小分類
番号

細分類
番号

小分類
番号

細分類
番号

460
管理、補助的経済活動を行う事業所（46航空運輸業）

460
管理，補助的経済活動を行う事業所（46航空運輸業）

4600
主として管理事務を行う本社等

主として航空運輸業の事業所を統括する本社等とし
て、自企業の経営を推進するための組織全体の管理
統括業務、企画、運営、監督、人事、総務、財務、経
理、広報、法務、労務、資材の調達、販売促進等の現
業以外の業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4600
主として管理事務を行う本社等

主として航空運輸業の事業所を統括する本社等とし
て，自企業の経営を推進するための組織全体の管理
統括業務，企画，運営，監督，人事，総務，財務，経
理，広報，法務，労務，資材の調達，販売促進等の現
業以外の業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4609
その他の管理、補助的経済活動を行う事業所

主として航空運輸業における活動を促進するため、
同一企業の他事業所に対して、輸送、清掃、修理・整
備、保安等の支援業務を提供する事業所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所；自家
用倉庫

4609
その他の管理,補助的経済活動を行う事業所

主として航空運輸業における活動を促進するため，
同一企業の他事業所に対して，輸送，清掃，修理・整
備，保安等の支援業務を提供する事業所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所；自家
用倉庫

461 航空運送業 461 航空運送業

4611
航空運送業

航空機により旅客又は貨物の運送を行う事業所をい
う。

4611 航空運送業
航空機により旅客又は貨物の運送を行う事業所をい

う。
○航空運送業

航空運送業→指針①により削除

462 航空機使用業（航空運送業を除く） 462 航空機使用業（航空運送業を除く）

4621

航空機使用業（航空運送業を除く）
航空機を使用して、主として請負により航空運送以

外の薬剤散布、宣伝広告、魚群探見、空中写真測量
などを行う事業所をいう。

4621
航空機使用業（航空運送業を除く）

航空機を使用して，主として請負により航空運送以
外の薬剤散布，宣伝広告，魚群探見，空中写真測量
などを行う事業所をいう。
○航空機使用業

航空機使用業→指針①により削除

この中分類には、航空機により旅客又は貨物の運送を行う事業所及び航空
機を使用して航空運送以外の行為の請負を行う事業所が分類される。

この中分類には，航空機により旅客又は貨物の運送を行う事業所及び航空
機を使用して航空運送以外の行為の請負を行う事業所が分類される。

改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
中分類４６－航空運輸業 中分類４６－航空運輸業

総 説 総 説
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由

小分類
番号

細分類
番号

小分類
番号

細分類
番号

470 管理、補助的経済活動を行う事業所（47倉庫業） 470 管理，補助的経済活動を行う事業所（47倉庫業）

4700
主として管理事務を行う本社等

主として倉庫業の事業所を統括する本社等として、自
企業の経営を推進するための人事、総務、財務、経
理、広報、法務、労務、販売促進等の現業以外の業務
を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4700
主として管理事務を行う本社等

主として倉庫業の事業所を統括する本社等として，自
企業の経営を推進するための人事，総務，財務，経
理，広報，法務，労務，販売促進等の現業以外の業務
を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4709

その他の管理、補助的経済活動を行う事業所
主として倉庫業における活動を促進するため、同一

企業の他事業所に対して、輸送、清掃、修理・整備、保
安等の支援業務を提供する事業所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所

4709

その他の管理,補助的経済活動を行う事業所
主として倉庫業における活動を促進するため，同一

企業の他事業所に対して，輸送，清掃，修理・整備，保
安等の支援業務を提供する事業所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所

471 倉庫業（冷蔵倉庫業を除く） 471 倉庫業（冷蔵倉庫業を除く）

4711
倉庫業（冷蔵倉庫業を除く）

倉庫（冷蔵倉庫を除く）に物品を保管することを業とす
る事業所をいう。
○普通倉庫業（野積倉庫、サイロ倉庫、タンク倉庫、危
険品倉庫、トランクルームを含む）水面木材倉庫業

4711
倉庫業（冷蔵倉庫業を除く）

倉庫（冷蔵倉庫を除く）に物品を保管することを業とす
る事業所をいう。
○普通倉庫業（野積倉庫，サイロ倉庫，タンク倉庫，危
険品倉庫，トランクルームを含む）水面木材倉庫業

472 冷蔵倉庫業 472 冷蔵倉庫業

4721

冷蔵倉庫業
低温装置を施した倉庫に物品を保管することを業と

する事業所をいう。

4721
冷蔵倉庫業

低温装置を施した倉庫に物品を保管することを業と
する事業所をいう。
○冷蔵倉庫業

冷蔵倉庫業→指針①により削除

この中分類には、倉庫業を営む事業所が分類される。
ただし、自家用の倉庫は主事業所の産業の補助的経済活動に分類される。
自動車の駐車のための場所を提供する事業所は、大分類Ｋ－不動産業、物

品賃貸業［6931］に分類され、一時的に手荷物、自転車等の物品を預かる事業
所は、大分類Ｎ－生活関連サービス業、娯楽業［7941］に分類される。

この中分類には，倉庫業を営む事業所が分類される。
ただし，自家用の倉庫は主事業所の産業の補助的経済活動に分類される。
自動車の駐車のための場所を提供する事業所は，大分類Ｋ－不動産業,物品

賃貸業［6931］に分類され，一時的に手荷物，自転車等の物品を預かる事業所
は，大分類Ｎ－生活関連サービス業，娯楽業［7941］に分類される。

改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
中分類４７－倉庫業 中分類４７－倉庫業

総 説 総 説
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由

小分類
番号

細分類
番号

小分類
番号

細分類
番号

480 管理、補助的経済活動を行う事業所（48運輸に附帯す
るサービス業）

480 管理，補助的経済活動を行う事業所（48運輸に附帯す
るサービス業）

4800 主として管理事務を行う本社等
主として運輸に附帯するサービス業の事業所を統括

する本社等として、自企業の経営を推進するための人
事、総務、財務、経理、広報、法務、労務、販売促進等
の現業以外の業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4800 主として管理事務を行う本社等
主として運輸に附帯するサービス業の事業所を統括

する本社等として，自企業の経営を推進するための人
事，総務，財務，経理，広報，法務，労務，販売促進等
の現業以外の業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所

4809 その他の管理、補助的経済活動を行う事業所
主として運輸に附帯するサービス業における活動を

促進するため、同一企業の他事業所に対して、輸送、
清掃、修理・整備、保安等の支援業務を提供する事業
所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所；自家
用集荷所；自家用倉庫

4809 その他の管理,補助的経済活動を行う事業所
主として運輸に附帯するサービス業における活動を

促進するため，同一企業の他事業所に対して，輸送，
清掃，修理・整備，保安等の支援業務を提供する事業
所をいう。
○自家用車庫；自家用修理工場；自家用補修所；自家
用集荷所；自家用倉庫

481 港湾運送業 481 港湾運送業

4811 港湾運送業
港湾において船内荷役、はしけ運送、沿岸荷役及び

いかだ運送の作業の全部又は一部を行う事業所をい
う。
○一般港湾運送業；港湾荷役業；はしけ運送業；いか
だ運送業

4811 港湾運送業
港湾において船内荷役，はしけ運送，沿岸荷役及び

いかだ運送の作業の全部又は一部を行う事業所をい
う。
○一般港湾運送業；港湾荷役業；はしけ運送業；いか
だ運送業

482 貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く） 482 貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く）

4821 利用運送業（集配利用運送業を除く）
鉄道運送事業者、貨物自動車運送事業者、船舶運

航事業者又は航空運送事業者の行う運送を利用して
貨物の運送を行う事業所をいう。
○第一種利用運送業
×第二種利用運送業［4441］；港湾運送業［4811］

4821 利用運送業（集配利用運送業を除く）
鉄道運送事業者，貨物自動車運送事業者，船舶運

航事業者又は航空運送事業者の行う運送を利用して
貨物の運送を行う事業所をいう。
○利用運送業（第一種利用運送業）
×集配利用運送業（第二種利用運送業）［4441］；港湾
運送業［4811］

利用運送業（ ）→指針①により削除

集配利用運送業（ ）→指針⑤により削除

この中分類には、鉄道、自動車、船舶及び航空機による運送に附帯するサー
ビスを提供する事業所が分類される。

この中分類には，鉄道，自動車，船舶及び航空機による運送に附帯するサー
ビスを提供する事業所が分類される。

改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
中分類４８－運輸に附帯するサービス業 中分類４８－運輸に附帯するサービス業

総 説 総 説
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
4822 運送取次業

鉄道、自動車、船舶又は航空機による貨物の運送の
取次若しくは委託又は運送貨物の受取を行う事業所を
いう。
×港湾運送業［4811］；海運仲立業［4891］

4822 運送取次業
鉄道，自動車，船舶又は航空機による貨物の運送の

取次若しくは委託又は運送貨物の受取を行う事業所を
いう。
○運送取次業
×港湾運送業［4811］；海運仲立業［4891］

運送取次業→指針①により削除

483 運送代理店 483 運送代理店

4831 運送代理店
主として運送機関の業務を代行して運送契約の締結

などの代理を行う事業所をいう。
○海運代理店；航空運送代理店

4831 運送代理店
主として運送機関の業務を代行して運送契約の締結

などの代理を行う事業所をいう。
○海運代理店；航空運送代理店

484 こん包業 484 こん包業

4841 こん包業（組立こん包業を除く）
主として運送のために物品の荷造り若しくはこん包を

引受ける事業所をいう。
○荷造業；貨物こん包業

4841 こん包業（組立こん包業を除く）
主として運送のために物品の荷造り若しくはこん包を

引受ける事業所をいう。
○荷造業；貨物こん包業

4842 組立こん包業
主として海上輸送のために、設備された機械により各

種包装材料を加工し、こん包容器を組立てて工業製品
の外装を行う事業所をいう。
○工業製品組立こん包業；輸出こん包業

4842 組立こん包業
主として海上輸送のために，設備された機械により各

種包装材料を加工し，こん包容器を組立てて工業製品
の外装を行う事業所をいう。
○組立こん包業；工業製品組立こん包業；輸出こん包
業

組立こん包業→指針①により削除

485 運輸施設提供業 485 運輸施設提供業

4851 鉄道施設提供業
鉄道施設を使用して営業を行う者に対し、主として貸

し付けることを目的として、鉄道施設を提供する事業所
をいう。

ただし、主として設計・監督を行う事業所は大分類Ｌ
－学術研究、専門・技術サービス業［7421］に分類され
る。
○第三種鉄道事業者

4851 鉄道施設提供業
鉄道施設を使用して営業を行う者に対し，主として貸

し付けることを目的として，鉄道施設を提供する事業所
をいう。

ただし，主として設計・監督を行う事業所は大分類Ｌ
－学術研究，専門・技術サービス業［7421］に分類され
る。
○鉄道施設提供業（第三種鉄道事業者）

鉄道施設提供業（ ）→指針①により削除

4852 道路運送固定施設業
道路運送車両などの用に供するため料金をとって道

路、橋りょう又はトンネルを提供することを主たる業務と
する事業所をいう。
○自動車道業；有料道路・有料橋経営業
×自動車一時駐車場業［6931］

4852 道路運送固定施設業
道路運送車両などの用に供するため料金をとって道

路，橋りょう又はトンネルを提供することを主たる業務と
する事業所をいう。
○自動車道業；有料道路・有料橋経営業
×自動車一時駐車場業［6931］
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
4853 自動車ターミナル業

乗合バス及び特別積合せトラックの用に供するため
料金をとって一般自動車ターミナルを提供することを主
たる業務とする事業所をいう。
○バスターミナル業；トラックターミナル業

4853 自動車ターミナル業
乗合バス及び特別積合せトラックの用に供するため

料金をとって一般自動車ターミナルを提供することを主
たる業務とする事業所をいう。
○バスターミナル業；トラックターミナル業

4854 貨物荷扱固定施設業
貨物の荷扱いのため荷扱場、荷役桟橋設備などを提

供することを主たる業務とする事業所をいう。
○荷さばき施設提供業

4854 貨物荷扱固定施設業
貨物の荷扱いのため荷扱場，荷役桟橋設備などを提

供することを主たる業務とする事業所をいう。
○荷さばき施設提供業

4855 桟橋泊きょ業
けい船岸壁、上屋その他のふ頭施設を提供すること

を主たる業務とする事業所をいう。
○ふ頭業

4855 桟橋泊きょ業
けい船岸壁，上屋その他のふ頭施設を提供すること

を主たる業務とする事業所をいう。
○ふ頭業

4856 飛行場業
主として飛行場を民間航空機に使用させる事業所を

いう。
○国際空港；地方空港；ヘリポート

4856 飛行場業
主として飛行場を民間航空機に使用させる事業所を

いう。
○国際空港；地方空港；ヘリポート

489 その他の運輸に附帯するサービス業 489 その他の運輸に附帯するサービス業

4891 海運仲立業
主として船舶による貨物の運送又は船舶の貸渡し、

売買若しくは運航の委託のあっせんを行う事業所をい
う。

4891 海運仲立業
主として船舶による貨物の運送又は船舶の貸渡し，

売買若しくは運航の委託のあっせんを行う事業所をい
う。
○海運仲立業

海運仲立業→指針①により削除

4892 レッカー・ロードサービス業
レッカー車により事故車等を移動させるサービス及び

それに附帯する緊急的なロードサービスを提供する事
業所をいう。

なお、前者又は後者のサービスのみを提供する事業
所も本分類に含まれる。
×自動車修理業［8911］；自動車タイヤ修理業［8919］
陸送業［9299］

（新設） レッカー事業者は、道路上の事故車・故障車等を除
去し、高速道路や一般道路の交通の円滑化を図る上
で欠かすことのできない公共的・社会的役割を担って
おり、重要な産業である。

また、事業者数、従業者数ともに、上位分類である
「小分類489 その他の運輸に附帯するサービス業」の
10％を超えており、量的基準を満たしていることから、
「9299 他に分類されないその他の事業サービス業」の
内容例示から移動して細分類を新設する。

4899 他に分類されない運輸に附帯するサービス業
他に分類されない運輸に附帯するサービスを提供す

る事業所をいう。
○検数業；検量業；船積貨物鑑定業；水先業；サルベー
ジ業；海難救助業；航路標識事務所（灯台）；航空無線
標識所（航空灯台）；通運計算業；綱取業；曳船業；港
湾運送関連業（他に分類されないもの）；観光協会；道
路パトロール業；鉄道線路補修業；水路測量業；海上
交通センター；通関業
×船舶解体請負業［9299］；船舶給水業［3611］

4899 他に分類されない運輸に附帯するサービス業
他に分類されない運輸に附帯するサービスを提供す

る事業所をいう。
○検数業；検量業；船積貨物鑑定業；水先業；サルベー
ジ業；海難救助業；航路標識事務所（灯台）；航空無線
標識所（航空灯台）；通運計算業；綱取業；曳船業；港
湾運送関連業（他に分類されないもの）；観光協会；道
路パトロール業；鉄道線路補修業；水路測量業；海上
交通センター；通関業
×船舶解体請負業［9299］；船舶給水業［3611］
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日 本 標 準 産 業 分 類 第 １４ 回 改 定 案 （H‐運輸業、郵便業）

改 定 理 由

小分類
番号

細分類
番号

小分類
番号

細分類
番号

490 管理、補助的経済活動を行う事業所（49郵便業） 490 管理，補助的経済活動を行う事業所（49郵便業）

4901 管理、補助的経済活動を行う事業所
主として郵便業の事業所を統括する本社等として、

自企業の経営を推進するための組織全体の管理統括
業務等の現業以外の業務を行う事業所、又は郵便業
における活動を促進するため、同一企業の他事業所
に対して、輸送、保管、清掃、修理・整備、保安等の支
援業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所；自家
用車庫；自家用修理工場；
自家用補修所；自家用集荷所

4901 管理，補助的経済活動を行う事業所
主として郵便業の事業所を統括する本社等として，

自企業の経営を推進するための組織全体の管理統括
業務等の現業以外の業務を行う事業所，又は郵便業
における活動を促進するため，同一企業の他事業所
に対して，輸送，保管，清掃，修理・整備，保安等の支
援業務を行う事業所をいう。
○管理事務を行う本社・本所・本店・支社・支所；自家
用車庫；自家用修理工場；
自家用補修所；自家用集荷所

491 郵便業（信書便事業を含む） 491 郵便業（信書便事業を含む）

4911 郵便業（信書便事業を含む）
主として郵便物、信書便物として差し出された物の引

受、取集・区分及び配達を行う事業所をいう。ただし、
銀行窓口業務及び保険窓口業務の双方を行う事業所
を除く。
○日本郵便株式会社の事業所のうち、主として郵便事
業を行う事業所；特定信書便事業者
×郵便局［8611］；簡易郵便局［8621］

4911 郵便業（信書便事業を含む）
主として郵便物，信書便物として差し出された物の引

受，取集・区分及び配達を行う事業所をいう。ただし，
銀行窓口業務及び保険窓口業務の双方を行う事業所
を除く。
○日本郵便株式会社の事業所のうち，主として郵便事
業を行う事業所；特定信書便事業者
×郵便局［8611］；簡易郵便局［8621］

この中分類には、主として郵便物又は信書便物の引受、取集・区分及び配達
を行う事業所が分類される。

この中分類には，主として郵便物又は信書便物の引受，取集・区分及び配達
を行う事業所が分類される。

改 定 素 案 現 行（ 第１３回 改定 ）
中分類４９－郵便業（信書便事業を含む） 中分類４９－郵便業（信書便事業を含む）

総 説 総 説
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